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　本研究の観光分析用表の内生部門は，観光関係部門（コード01 〜 33）と非観光関係部門（同34 〜
56）に大別されている。観光関係部門については，TSAの商品分類に基づいてさらに観光関連商品部
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V ：雇用者所得／国内生産額
C ：家計消費の消費性向を産業連関表最終消費額の業種別構成比で配分した行列（56行１列）（消
費性向には「家計調査報告」（総務省）における平均勤労者世帯の可処分所得率×消費性向を用い
た）10。
　ただし，このように求められた家計迂回効果は，生産から所得，消費，生産へという一つの循環の
みである。本稿でも観光庁と同様な方法を用いて一循環の家計迂回効果を計測する。
４－１　訪日外国人旅行消費額の推計
　上述のモデルを用いて，訪日外国人旅行消費の波及効果を2011年について大震災は発生しなかった
と仮定した場合と実際に発生した場合を比較して，大震災の影響を明らかにする。まず，2011年につ
いて大震災が発生しなかったと仮定した場合の訪日外国人旅行消費額は，2010年の訪日旅行消費額に
対前年比をかけることにより推計している。対前年比は，観光庁『訪日外国人消費動向』における品
目別消費額のデータ（2004年〜 2010年）に基づいて求めた。この消費額データは名目額のため，デ
フレーター（2010年基準）による実質化をはかった（図表13）。
　次に，２つのケースに分けて平均実質対前年比を求めた。一つのケースは2004年〜 2007年までの
伸び率で求めた平均値である（ケース１）。これは2003年から日本政府が「ビジット・ジャパン事業」
を実施し始め，外国人旅行者は急速に拡大し，2007年にピークを迎えた時期である。もう一つのケー
スは2008年〜 2010年の伸び率の平均値である（ケース２）。この時期はリーマンショックによる世界
的な金融危機，経済低迷，円高進行，領土問題などによって，訪日外国人旅行者数が「ビジット・ジャ
パン事業」開始後初めてマイナス成長になり，日本の観光業は大きな打撃を受けていた時期である。
2010年の訪日旅行消費額にこのケース１とケース２の対前年比平均値をかけることによりそれぞれ
９　国土交通省観光庁（2013），p.285。
10　可処分所得率＝可処分所得/実収入，消費性向＝消費支出/可処分所得
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2011年の訪日旅行消費額を推計した（図表14）。
　また，産業連関表は生産者価格表示のため，購入者価格表示の訪日観光消費額は生産者価格へ評価
替えをする必要がある。生産者価格とは出荷価格のことをいい，購入者価格とは消費者が実際に購入
する際の価格のことである。
　通常の経済取引では，生産された財貨のほとんどはまず商業部門に購入され，そして各需要部門へ
販売されていく。また，それらの財貨は運輸部門を通じて消費部門へと運ばれる。ところが，商業マー
ジン（販売した店の利益分），貨物運賃（運搬コスト）と関わるのはすべての産業部門ではなく，財
貨の生産部門だけであり，これらの財貨は生産や販売などの過程で商業マージンと貨物運賃を発生さ
せる。生産者価格と購入者価格の相違は，次のとおりである。
購入者価格＝生産者価格＋商業マージン＋貨物運賃
　したがって，財貨の購入者価格から商業マージンと貨物運賃を控除すれば生産者価格になる。サー
図表13　訪日外国人旅行消費額の推移（実質，2010年価格）
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ビス産業では商業マージンと貨物運賃が基本的に発生しない。購入者価格から控除された商業マージ
ン額と貨物運賃額は，商業部門と運輸部門から各産業部門へのそれぞれの産出額として計上される。
商業マージン率と貨物運賃率は次のような式で求める。
商業マージン率＝商業マージン／需要合計（国内需要と輸出）
貨物運賃率＝貨物運賃／需要合計（国内需要と輸出）
　本稿では，2011年についての商業マージン率と貨物運賃率は，平成７年（1995年），平成12年（2000
年）と平成17年（2005年）の三つの産業連関表の資料を用いて平均値を求めた。算出した商業マージ
ンと貨物運賃は，それぞれ商業，運輸部門に対する需要として計上される。
　推計した商業マージン率と貨物運賃率を用いて，訪日観光消費額を購入者価格から生産者価格へと
評価替えを行った。各観光消費額から控除された商業マージン額は観光と関係の薄い卸売業でなく小
売業のみに計上している。また，観光消費額に貨物運賃率をかけて求めた貨物運賃額は，購入者価格
から控除された。その貨物運賃は，「鉄道貨物輸送」，「道路貨物輸送」，「水運」，「航空輸送」，「その
他運輸」の５つの運輸部門の需要として比率按分された。生産者価格表示の訪日観光消費額は図表15
に示した。
４－２　東日本大震災直後の旅行消費額減の経済的影響（波及効果）
　（１）2011年実際訪日外国人旅行消費による波及効果
　大震災発生年の2011年における訪日外国人旅行消費額は１兆60億円であり，それにより生み出され
た経済波及効果は２兆３千900億円である。そのうち，生産誘発効果は１兆８千600億円，家計迂回効
果は５千300億円である（図表16）。
　（２）ケース１：経済波及効果の推計
　2004年〜 2007年の平均対前年比で推計した2011年の訪日外国人旅行消費額は１兆５千850億円であ
図表14　2011年外国人旅行消費額の推計
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図表15　2011年生産者価格の訪日旅行消費額
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る。この旅行消費額を最終需要としてモデルに挿入し，経済波及効果を求めた結果，訪日外国人旅行
消費額による経済波及効果は３兆７千500億円となった。そのうち，生産誘発効果は２兆９千100億円，
家計迂回効果は８千400億円となっている。
　（３）ケース２：経済波及効果の推計
　リーマンショックによる世界経済低迷や円高の進行などが背景としてみられた2008年〜 2010年の
対前年比平均値を用いて推計した2011年の訪日旅行消費額は１兆３千541億円である。この旅行消費
額が生み出した経済波及効果は３兆１千800億円となる。そのうち，生産誘発額は２兆４千800億円，
家計迂回効果は７千億円である。
　2011年の実際額と推計額をケース１，ケース２についてそれぞれ比較すると，東日本大震災の影響
により訪日外国人旅行消費額は，約３千300億円〜５千800億円減少した可能性が高い。すると，この
旅行消費額の減少は，約７千900億円〜１兆３千600億円の経済波及効果の減少をもたらしたことにな
る。その内訳をみると，生産誘発額と家計迂回効果は，それぞれ６千300億円〜１兆500億円，１千
700億円〜３千100億円の減少となっている。
　また，観光関係・非観光関係部門別についてみると，観光関係の観光特有商品部門の旅行消費額は，
約２千410億円〜４千137億円減少し，それによる経済波及効果は３千867億円〜６千750億円の減少と
なった（図表17）。観光連関商品部門では，旅行消費額は約724億円〜１千120億円の減少で，それに
より経済全体への波及効果は約２千188億円〜３千695億円の減少となった。両者を合計すると，観光
図表16　2011年外国人旅行消費額減の経済影響
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関係部門では，旅行消費額は３千134億円〜５千256億円が減少し，それにより，経済全体のへの経済
波及効果は約６千55億円〜１兆445億円の減少となった。他方，非観光関係部門では基本的には旅行
消費は発生しないが，商業マージンと一部の貨物運輸マージンがこれらの部門に計上されている。そ
のため，消費の減少はこれらのマージン額と貨物運輸費を減少させることになる。2011年外国人訪日
旅行消費の減少は，マージン額と貨物運輸費を減少させた結果，非観光関係部門でも１千881億円〜
３千171億円の経済波及効果の減少をもたらした。
　さらに，観光関係部門について詳しくみると，いくつかの産業はより大きな影響を受けたことが分
かる。最も大きな影響を受けた３産業は，観光特有商品部門の「宿泊」（コード32），「飲食店」（同
31），「航空運輸」（同21）である（図表18）。「宿泊」の外国人旅行消費額は，約718億円〜 １千317億
円の減少と，それによる経済波及効果は，約904億円〜１千699億円の減少である。「飲食店」では，
外国人旅行消費額は約536億円〜 913億円の減少で，それによる経済波及効果は約676億円〜１千178
億円の減少である。最後に，「航空運輸」では外国人旅行消費額とそれによる経済波及効果は，それ
ぞれ339億円〜 755億円，436億円〜 989億円の減少と推測されている。また，観光関連商品部門の「飲
食料品」（同03）の生産波及効果と家計迂回効果の減少が他の部門より大きい。
図表17　2011年観光関係・非観光関係部門別の経済波及効果
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図表18　2011年産業別観光消費額減の経済波及効果
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５．終わりに
　本稿では，東日本大震災直後における訪日外国人旅行者の激減が日本の観光産業および経済全体に
与えた影響波及を分析してきた。本研究では，観光産業の経済全体への波及効果を見るには，まず，
観光産業分析のために既存の産業連関表を再構成した。そのうえで，産業連関分析の視点から観光産
業は消費依存型産業であること，観光産業の振興は他の産業，ひいては日本経済全体を成長させるに
極めて重要であることが改めて確認された。
　次に，2011年を対象に，訪日外国人旅行者の減少に伴う旅行消費額の減少による日本経済全体へ
の影響波及を計測してみた。本研究によると，2011年には訪日外国人旅行消費額（生産者価格）は
１兆60億円であり，それにより生み出された経済波及効果は２兆３千900億円であるが，東日本大震
災が発生しなかったと仮定した場合，同年における訪日外国人旅行消費額は，１兆３千400億円〜
１兆５千800億円，それによる経済波及効果は，３兆１千800億円〜３兆７千500億円に上がった可能
性が高い。その場合，東日本大震災による訪日外国人旅行消費額の減少は，日本経済全体に対して，
約７千900億円〜１兆３千600億円の経済的逸失をもたらしたことになる。
　さらに，観光関係部門についての分析では，観光特有商品部門の経済波及効果の減少は最大である
ことが明らかにされた。2011年には観光特有商品部門の観光消費額は約２千400 〜４千100億円減少
し，それによる経済波及効果の減少額は，減少額全体の半分に相当する３千900億円〜６千800億円で
あった。そのうち，特に「宿泊」，「飲食店」，「航空運輸」が大きな影響を受け，３部門の合計で訪日
外国人旅行消費の減少額は159億円〜 298億円で，それによる経済波及効果の減少額は２千16億円〜
３千865億円となった。
　本稿の分析から分かるように，2011年に発生した東日本大震災は日本の観光産業ひいては日本経済
に莫大な影響をもたらし，特に「宿泊」，「飲食店」，「航空運輸」などのような観光特有商品部門によ
る経済波及効果の減少は大きい。「宿泊」，「飲食店」，「航空運輸」などのような観光サービス供給は，
観光需要に強く依存している。また，自国民の国内旅行需要に比べて，比較的長距離・長期間である
訪日外国人旅行需要の変動に影響されやすい。東日本大震災発生直後は，外国人旅行者の訪日中止に
伴いホテルや旅館予約のキャンセルが相次いだことや，多くの国際航空便が運休や減便となったこと
などが伝えられた。巨大自然災害のような外生的ショックが発生した場合，まず実被害を被った観光
サービス供給では集客宿泊・飲食機能や旅客輸送機能の早急復旧が求められる。しかし，東日本大震
災に伴う東京電力福島第一原子力発電所事故のように，東北地域の観光地には実被害だけでなく，風
評被害ももたらした。しかもその風評被害の影響はより広域的に広がっていった。そのため，被災地
産品等の放射性物質検査，販路拡大，新商品開発など風評被害の対策が当然必要であるが，同時に，
被害地以外の人口集積のある国際的な大都市，リゾート機能を持つ知名度の高い地域では，観光資源，
観光サービス供給の一層の充実と広報活動が，訪日外国人旅行需要を回復させるうえで重要であろう。
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付表１　観光庁表とTSAの部門・商品分類の対応
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付表２　観光分析用表・経産省表・TSAの部門・商品の対応
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